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根拠法令等

１　計　画　（プラン）

介護保険法

　平成14～16年度は、地域型在宅介護支援センターと共催。内容は、7回１コースで、講
話･実習・健脚づくりのための運動実技、栄養や歯の健康チェックを行う。事業終了後、ク
ラス会を開催して自主的な活動につなげてもらう。参加者からスポーツ安全保険料として
500円を徴収。
　平成17年度は、健康管理課主催。2会場で実施。回数は住民センター6回、西の里会館
2回、延べ8回。募集人数増を図った。

平成１8年6月

17

　足腰の筋力に衰えを感じている65歳以上の高齢者（介護保険法の一般高齢者）

寝たきり原因の一つである転倒・骨折を予防するため、足腰の健康づくり、体力づくり
のために運動･栄養の学習と実技を行い、身体機能向上を図る。参加をきっかけに、日
常的に実践でき、その結果転ばない体づくりができることを目指す。また、仲間づくり、自
主的サークルへの取り組みへ方向付けていく。
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作成日

健康と医療

内線６９４

課長職名事務区分

安全で安心できるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 上村　弘志

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

小西　洋一

整理番号 22-24 作成部署 保健福祉部高齢者支援課
（介護予防事業）いきいき健

脚教室事業
事務事業名

　平成１8年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

健康づくりの推進

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

根拠法令変更。介護保険法の地域支援事業（介護予防事業）に位置づける。
住民センター・大曲ファミリー体育館の2会場で、各4回を１コースとする。内容は、講話・
運動実技・栄養や歯の健康チェック。スポーツ保険料は任意加入。

施策）

章

別紙１

H14
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直接事業費

6038 17

143

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

36

16年度（決算）

178

0.17 0.17

132 238 143

活動指標
（事務事業の
活動量や実
績）

100 100

活動指標① 実参加者数

活動指標② 140140

人

人

35

延参加者数

0.17

9,000

1,530

1,673

0.17

9,000

1,673

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
16年度

指　　　　　標　　　　　値

17年度単位 19年度（目標）18年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 1,662 1,768

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

18年度（予算） 19年度（予定）17年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

36

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 1,5301,530 1,530

94

その他特財

21 28 35

122 138

100100％

健脚度が向上した率

成果指標
（目的の達成
度を測るもの
さし）

成果指標①

【指標の定義（算式等）】

＊健脚度測定による

【指標の定義（算式等）】

成果指標②

活動指標③



5

5

5

5

5

4

4

4

5

42

■継続事務事業優先度ランク

＋ ×２ ＝ ⇒

□

□

□

■

総合ポイント ランク １１２～１３５⇒★★★
８１～１１１⇒　 ★★
８０以下 ⇒　  　★

110 ★★

15
点
満
点

10

15
点
満
点

12

10
点
満
点

7

５
点
満
点

15
点
満
点

14

10
点
満
点

8

【※参考】

前年度の
２次評価

行革
本部

【２次評価】

【上記３の評価を踏
まえ、総合判定と今
後の方向性について
記入】

　判　　　　定

現継

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

　判　　　　定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

今後の方向性（課題と解決方法等）

□終了

今後の方向性

□拡大重点化

■現状維持

□見直し

□統合

□廃止

　1次評価のとおり

　介護保険制度の介護予防事業に位置づけられた。市民が寝たきり予防として取り組むために、市民の動機づけを市において実
施する必要がある。個人の健康チェック、講話、実習、運動指導により、転ばない足腰づくりを行うことは全国的な流れで妥当で
ある。また、参加者は体を動かす楽しさを獲得し、自主的なサークルへと発展、健康づくりや生きがいづくりの成果として現れてい
る。

参加者が増えてきていることから必要性などが高く、また、目標に対し成果が達成されていることから
有効性を高配点とした。
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1次評価ポイント ２次評価ポイント

説明
（上記
評価の
総合的
な説明）

担当
部局

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

評価項目 チェック項目

上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合）
必要性

と
妥当性 行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合）

市民や社会の要求はどの程度か（ニーズの度合）

１～５

成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成度合） １～５

34

目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合） １～５

５
点
満
点

5 5

受益者負担は適正か（適切な場合及びなじまない場合は５点）

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）

有効性

上位施策への貢献度はどの程度か（貢献度合）

□拡大重点化

■現状維持

【１次評価】

□終了

□統合

□廃止

　判　　　　定

□見直し

１～５

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

事務事業担当部局
の総合判定

　参加者は、終了後自主的な活動に取り組んでおり、生きがいづくり
にも大きな効果がある。事業の有効性を高めるため、会場数、定員
数などは再評価しつつ、実施していく。

効率性

整理番号 22-24

行革本部の
評価(２次)

今後の方向性

　事業実施に伴い、転倒予防に顕著な効果が見られる。事業参加者はコース終了後自主的
な活動に取り組んでおり、生きがいづくりにも大きな効果があるので、現状のまま継続する。
事業の有効性を高めるため、会場数、定員数など、細部については再評価しつつ実施してい
く。

黄色の欄に数字を入力すると自動的に計算されます

１～５

１～５

配点
低→高

事業担当部局
の評価(１次)

15
点
満
点

15

１～５投入した予算や人員に見合った効果が得られているか（費用対効果の度合）

　 　 １～５効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　　　□有　　　　　■無

１～５

公平性

計

法律で実施が義務付けられている事務事業か

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。


